
【移行にともなうグループストラクチャー】

持株会社体制への移行の目的を通じ、
グループシナジーを最大化し、

地域の成長を牽引

ソリューション機能の拡充と
新事業領域の拡大

役職員の意識・
考動改革と

グループ各社の
自立・連携

ガバナンスの
高度化と

業務執行スピードの
向上
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【当行グループのこれまでの歩み】

2023年10月

持株会社体制への移行

2023年10月２日を効力発生日として、当行単独による株式移転により持株会社を設立することで、当行は
持株会社の完全子会社となります。

グループ内の連携やシナジーの一層の強化等の観点から、京都信用保証サービスを除く、当行の連結 
子会社７社について、持株会社の直接出資会社として再編する予定です。
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※１：投資専門会社は、2023年９月に設立予定
※２：スカイオーシャン・アセットマネジメントは、持分法適用関連会社
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第１段階

単独株式移転
（持株会社設立時）

持株会社設立前 銀行保有株式の移転
（持株会社設立後）

第２段階

第１段階 第２段階

1979
京都信用保証サービス 設立

1982
京都クレジットサービス 設立

1985
京銀リース・キャピタル 設立

1987
京都総合経済研究所 設立

1989
京銀カードサービス 設立

2016
京銀証券 設立

● ニーズ・課題に対するソリューションの提供
● 事業を通じた社会的課題への迅速な対応

地域・お客さまの
持続的成長

● 総合ソリューション企業へと発展
● 企業価値・収益力の向上

京都フィナンシャルグループの
持続的成長

地域・
お客さまとともに

未来を創造

地域・
お客さまの

信認

従業員の
信認

社会・
市場の
信認

1941
京都銀行 創立

1958
烏丸商事 設立

価値創造の源泉 価値創造を支える経営基盤成長戦略さらなる成長戦略

　当行は、「地域社会の繁栄に奉仕する」を経営理念として掲げ、豊かな地域社会の創造と地元産業の発展に貢献するこ
とを基本的な使命とし、質の高い金融サービス・ソリューションの提供を通じて、地域の活性化、課題の解決に取り組ん
でまいりました。
　一方で、人口減少等の社会的課題に加え、DXへの対応やカーボンニュートラルの実現等の新たな社会的課題を有する中で、
地域社会・お客さまが抱える課題も多様化・複雑化しており、当行グループの果たすべき役割も大きく変化しております。
　こうしたことから、金融機能の深化に加えて非金融機能の積極的な拡充により、地域社会・お客さまの課題を解決する
企業グループとなるべく、「ソリューション機能の拡充と新事業領域の拡大」、「役職員の意識・考動改革とグループ各社の
自立・連携」、および「ガバナンスの高度化と業務執行スピードの向上」を目的とし、持株会社体制へ移行することとい
たしました。環境変化に機動的かつ柔軟に対応できる持続可能なビジネスモデルを確立することで、すべてのステークホ
ルダー（お客さま、株主・投資家のみなさま、地域社会、従業員）に対する企業価値の向上を目指してまいります。

【ビジネスモデル】

2023年10月 持株会社 誕生！

●ロゴマークについて
京都になじみある枯山水。枯山水の砂紋が表す波模様から着想を得た、

「波紋」をモチーフにしたデザイン。
形作る3本の波紋は、「お客さま」、「地域社会」、「株主のみなさま」を
表現しています。そしてその波紋の中心からは、グループ役職員がス
テークホルダーに良い影響を生み出す一滴のような存在になること意
味しています。たとえ一人ひとりが生み出す影響が小さくても、連鎖
的にひろがり、周囲とつながることで、世の中に新しい価値を生み出
すグループになることを約束します。

2023
持株会社体制へ移行

既存事業領域の拡大

新事業領域の拡大

既存事業の深掘り

　地域・お客さまの多様なニーズ・課題の解決に取り組むことで、グループの
持続的成長につなげ、「地域の成長を牽引し、ともに未来を創造する総合
ソリューション企業」を目指します。
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